第1章 　東アジア諸国経済の展望

本報告ではまずアジア主要国経済の近年の動向を振り返るとともに今後の見通しを定める。さらにこの短期動向を中・長期動向の中で検討する。経済指標に示される傾向を主に分析するが、特に関わりがあると思われる場合には、政治的、社会的な事象についても取り上げる。本報告は関心を持つ学者、実業家、政策当局に役立つよう、簡潔を期しているために、特に厳密で包括的なものではない。むしろ主だった問題点を強調し、東アジア経済について一定の基本情報を提供する。本章ではまず基本的な経済動向の概要と東アジア全域に関わる大きな問題について触れ、次に第2章以降がどのように構成されているかを手短に説明する。

2000年はアジアの主要国経済が概ね急速な発展を遂げた年であった。アジアの金融危機勃発後の1998年には、多くの地域経済で急激な景気後退が起こり、翌1999年の回復は概して緩やかであった。生産と消費における変動が国民にどのような影響を及ぼすのか測る最適な尺度として、実質GDPの成長率がある。東アジアの貨物の集積拠点であり金融の中心地である香港とシンガポールでは、2000年の同指標が二桁にせまるか上回る勢いであった（表1.1）。GDP成長率は中国、韓国、マレーシアでも8～9％の高い水準に達した。香港、マレーシア、シンガポールでは、金融危機の影響から力強く回復して、成長率が2000年に際立った上昇を示した。また、それより一年早く回復していた韓国は、2000年も成長率を持続させている。危機の間も成長のテンポが僅かに鈍化しただけの中国は、2000年も急速な経済成長を続けた。これら経済の成長率は、1980年代後半から1996年にかけての好況時に匹敵する高率である。台湾、ベトナムでも6～7％に達する成長が見られたが、中国と同様に台湾も金融危機の後、成長率をそれほど下げることなく、比較的速いペースで経済成長を続けた。ベトナムでは1992～97年に達成した高成長率を下回ったものの、一年前に出されたほとんどの予測よりはかなり速いペースで成長した（International Centre for the Study of East Asian Development, 2000, 10頁）。

これらの国々とは対照的に、インドネシア、フィリピン、タイでは成長率が低く留まり、4～5％であった。日本の成長率も1～2％であった。最も金融危機の打撃を被ったと考えられるタイとインドネシアでの低成長は、危機後企業と金融部門の構造改革がはかばかしくないことに伴ったものだという見方が多い。2000年のフィリピンの成長はいくぶん上向き加減で、現に近年の平均水準は上回っているものの、日本を除けば本報告で触れているアジア経済の中では最も低成長であった。日本経済も2000年には成長が過去2年の率を超えたものの、やはり企業と金融部門の構造改革に伴う困難のせいで低迷が続いていると見る専門家が多い。

2001年の予測としては、高成長経済の香港、シンガポール、韓国、マレーシアの成長が目立って鈍くなるであろう（表1.2）。このうちマレーシアを除く比較的所得水準の高い経済は、NIEs（新興工業経済群）と呼ばれ、平均成長予測値はそれぞれ5.3％、6.3％、6.1％と、他地域の高所得経済に対する同様の予測値と比べればまだ高い水準である（International Monetary Fund, various years d, October 2000 issue, 198頁参照）。殊に1990年代シンガポールの高成長は例外的であった。というのも、同国の所得水準はすでに非常に高く、所得水準が高くなり経済が成熟すれば、成長が緩やかになるのが通例だからである。同じNIEsの台湾についての予測も、平均で5.9％とかなり高い値になっている。もっとも実際はもう少し低くなるであろう。つまり、アジアの高所得な新興工業経済群の2001年の成長率は、おそらく年率で4～6％という長期潜在成長率に近づくか、あるいはそれを上回ると予測される。

現代の成長理論および近年の経済史は、潜在成長率がアジアの低所得経済で7～9％とより高くなることを示唆している。しかしこの範囲に当てはまるのは平均予測値が7.8％の中国のみである（表1.2）。マレーシアの6.7％、ベトナムの6.0％もこの水準に近く、最近ではこれら二国の経済が7％成長を達成しうるという予測もある（表1.2のEIU、IDEを参照）。地域のその他の低所得経済の平均予測値は、インドネシアで5.0％、タイで4.7％、フィリピンでは3.6％と低い。インドネシア、タイ両国の低成長は、アジア金融危機の余波を受けての企業・金融部門の構造改革に伴う困難と直接関係しているようである。また引き続き低調な民間投資も懸念の材料である。フィリピンの問題は、金融危機よりもむしろ慢性的に投資水準が低く、長期的な成長を促す制度を確立できないところにある。同国では近年の潜在成長率が7％を大きく下回っている。同様にインドネシアとタイでも、1988～96年の高成長が制度上の脆さを浮かび上がらせ、更なる制度改革を抜きにしては成長が回復しないと考えられる。とはいえこの見方はあまりに単純化されており、これまで高成長を促すためには必要でなかった制度改革が、今なぜそのために必要なのかを説明することはできない。

経済が成熟している日本は、本報告で取り上げている他のアジア経済よりも、緩やかに成長するというのが一般的な見方である。しかし1980年代の同国の実績や2001年の他の先進国経済に比べ、その成長の見通しは依然として著しく低いままである（International Monetary Fund, various years d, October 2000 issue, 198頁）。この低迷の原因が構造改革の遅れにあるという観測者は多い。タイ、インドネシア、日本の直面する制度的問題には、顕著な類似点がある。資産価格のバブルと甘い規制によって、金融機関がいい加減な融資を行い、企業が無分別な投資に走った点である。企業は借入金の大部分を返済することができず、金融機関は巨額の不良債権（NPL）を処理しなければならなくなった。しかし、二つの大きな相違点がある。第一に、日本にこの問題が浮上したのは1990年代初めであり、他の二国よりもかなり時期が早かった。つまり、根本的変化の度合いはあまりに低く遅々としてはいたものの、制度改革を立案し実施するのに多くの時間があった。第二に、タイ、インドネシアと比べて日本の不良債権問題は相対的に小さく、同国が巨額の対外債権を持つ高所得経済なのに対して、他の二国は巨額の対外債務を抱える低所得経済だということである。

多くのアジア主要国において、2000年は政治の動きが目立った一年であった。2001年1月には、フィリピンのエストラダ大統領が収賄と汚職を追及されて政権を追われた。インドネシアでも、同様の疑惑でワヒド大統領に対する辞任を求める声が高まっている。しかしおそらくそれ以上に重要なこととして、同国がとにもかくにも経済の舵取りをしっかりと行うべき時に、大統領が強いリーダーシップを発揮できなかったことも批判の的になっている。タイではタイ愛国党が下院選挙で初めて圧倒的多数を占めたようだが、選挙委員会はいくつかの選挙区で投票結果を無効にした。買票などの違反行為があったためである。十中八九新政府のリーダーになるタクシン・シンナワット氏はおそらく憲法裁判所により財産隠匿の罪で裁判にかけられるであろう。一方、日本政府は多数がその必要を認めているにもかかわらず、企業・金融部門の構造改革を進めることができないでいると見られたままである。台湾の陳水扁総統率いる新連立政府は、統治に多くの困難を抱えている。同国とインドネシアの問題には、初めて政権に選ばれた政党の経験不足が関係している。また特にインドネシアとフィリピンでは、地方自治もしくは独立を求める動きがあり、緊迫した情勢が続いた。これは両国ほどではないにしろ中国にも当てはまる問題であった。こうした中で2000年には目を見張るほどの政治的な成果もあった。北朝鮮と韓国が和解の一歩を踏み出したこと、そして2001年の中台関係の雪解けが示唆されたことがその最も顕著な例である。さらにインドネシア、フィリピン、タイ、台湾での展開は、時々混乱に陥ることがあったとしても、政治的な成熟の証であると見ることもできる。その好例がインドネシアであろう。スハルトの失権は、制度改革と経済・政治機関の構造改革という大いなる過程につながった。

長い目で見れば、政治的安定と政治上の優れたリーダーシップが経済成長を促進する、と言うのは一見理にかなっているようだが、政治的な事象と経済的な事象との関係は極めて複雑である。例えば、アジアの金融危機と危機後のインドネシアやタイにおける低成長は、政治的な腐敗と不透明性に絡んで、企業と金融部門の経営管理に失敗したせいだと考える向きがある。しかしこれでは汚職等の問題が今よりもひどかった過去において、アジア諸国の経済が何故よかったのかを説明できない。さらに、市場の発展が十分でなく、腐敗が深刻な問題になっている中国とベトナムで、危機の間でも高成長が保てたのはなぜなのかを説明できない。つまり、特に短期的に見た場合、政治的な事象が経済活動に及ぼす影響を強調しすぎるのはあまりに単純に過ぎる。

2000年にアジアの主要国経済のほとんどを後押しした経済要因が一つある。輸出の伸びが比較的良かったことである。表1.1で示すように、1998年に1兆3,000億米ドル、1999年に1兆4,000億米ドルだった11ヵ国の財貨の輸出が、2000年には1兆7,000億米ドルにまで増加した。全世界の財貨の輸出における同経済のシェアも1998年に25％、1999年に26％、そして2000年には28％と上昇した（表1.1に記載の出所からのデータおよびInternational Monetary Fund, various years d, October 2000 issue, 226頁）。2000年の世界経済と世界貿易の高成長は、アジアの輸出の成長を支える大きな要因であった。それゆえ2001年に見込まれる米国経済の不振が、アジア主要国経済の見通しに影を投げかけている。これを受けてタイ銀行は、米国の減速により2001年の経済成長予測を下方修正するつもりであると発表している（Business Day、2001年1月19日）。また、各国の章でも触れるが、2000年には対米輸出がインドネシア、シンガポール、ベトナムで、各国輸出総額の20％を下回り、日本とフィリピンでも30％を超えることはなかった。アジアの主要国経済を合わせたほうが、概して高いシェアであった。2000年にはアジアの割合がさらに著しく上昇した。これはアジア経済の回復自体が、同年の輸出の急成長を促した主因であったことを示す。アジア諸国経済の内需拡大がこのまま続けば、米国市場の減速によるマイナスの影響は幾分打ち消されるであろう。

来年も引き続き貿易政策の動きが重要になるであろう。近年WTO（世界貿易機関）で行われる多国間の貿易交渉に活気がなくなっている一方で、二国間や地域間の貿易協定が増加している。概して二国間や地域間で結ばれる協定は、多国間の協定よりも保護主義の傾向が強くなるので、こうした状況が行き過ぎると、将来の世界貿易が伸び悩むのではないかと経済学者は懸念している。一方、中国と台湾がWTOに加盟する予定である。これは2001年のアジア内での貿易拡大を促す大きな要因となる。加盟後、中国のいくつかの市場における貿易障壁が著しく弱まることもあり、アジアの輸出業者は有利な立場でこの機会に臨むはずである。

地域経済の中には投資活動が大きく回復する可能性を持ったところもあるが、この好機が利用されるどうか明確ではない。金融危機とその後遺症がもたらしたものは、資産価格の下落、総固定資本形成、在庫の大幅な減少である。消費の回復と総固定資本形成・在庫の減少とを合わせて考えると、多くの企業では、能力が逼迫し生産設備の拡充を考えるようになるであろう。それまでにも低迷していた株価やその他の資産価格が、2000年に多くの国でよりいっそう下落し、買収による利益獲得機会がさらに拡がった。従って、2001年には東アジア全域でようやく投資の回復が見られるであろう。しかし若干の諸国、特に日本、インドネシア、タイにおいては、企業・金融部門の構造改革で困難が続き、依然として投資家の意欲をそぐ要因となっている。

個々の経済を検討する前に、その経済的な成果を評価する指標について、やや詳しく触れておきたい。最も基本的なものは各経済の規模と生活水準を示すもので、四つの指標が表1.1に掲載されている。それは、国内総生産（GDP、一年間にその国内で生産された財・用役の価値）とその一人あたり額である。経済的厚生の尺度としておそらく最も一般的に使われるのは、米ドル表示の一人あたりGDP（各国の年々の国内総生産を、当該国通貨の年平均対米ドル・レートで換算した値）であろう。また米ドル表示のGDPが、経済規模の尺度としてもよく使われる。表からも明らかなように、金融危機は多くのアジア諸国民の生活水準に大きな打撃を与えることとなった。例えば1996～98年の一人あたりGDP（米ドル表示）の下落は、韓国で40％、インドネシアで58％、マレーシアで31％、フィリピンで24％、タイでは40％であった。この喪失の大半はその後回復され、2000年には1996年の水準をそれぞれ12％、37％、20％、18％、35％下回るに留まっている。しかし、これは各国民の生活水準が短期間でそれほどまでに変動したことを意味するのであろうか。

答えは明らかに否である。ここで米ドル表示の一人あたりGDPが、生活水準の指標としては、二つの大きな欠陥を持っていることに気付くべきである。つまり、これには物価の時間的な変動も、国際間の格差も十分に反映されないのである。物価の時間的変動に対する調整は、国内通貨表示の一人あたり実質GDPを比較して行うのが通例で、以下の第2～12章は主としてこれによっているが、この尺度は国際比較が困難なために表1.1には掲げられていない。物価の国際格差を反映するには、通貨1単位の各国各年の購買力を同一とするように計算された国際ドル表示で一人あたりGDPを比較するのが一般的である（Penn World Tables 1995）。こうした調整の結果、富裕国と発展途上国の所得格差は縮まる。なぜなら発展途上国では非貿易品目、特にサービスの値段が富裕国よりも安いからである。2000年の韓国と日本における米ドル表示の一人あたりGDPの比は0.27であるのに対し、国際ドル表示では0.67になる（表1.1）。低所得国ではこの対比がさらに鮮やかになる。タイ対日本の場合で0.05が0.26に、インドネシア対日本では0.02が0.11、ベトナム対日本では0.01が0.08となる。
また国際ドルで計測すれば、一人あたりGDPの変動の幅が、年々の米ドルで計測した値よりも小さくなる。1998～99年にかけての一人あたりGDPの変動を国際ドルで測れば、米ドルでの計測値よりも遥かにその変動幅は小さくなる。例えば本報告で考察している各国のほとんどで、1986～96年までの好況時の一人あたりGDP（国際ドル表示）の成長率は、年々の米ドルでの計測値よりも低くなった。例外は中国、インドネシア、ベトナムである。逆に1996～2000年にかけて一人あたりGDPの値が多くの経済で下落した時、その成長率が国際ドルで測った場合に小さくなったのは中国、ベトナムの二国だけであった。要するに、この二国は極めて例外的な国である。ベトナムが例外であるというのには、1986～89年に為替レートと米ドル表示の一人あたりGDPが大きく下落したことも理由として挙げられる。この両国が1996～2000年にかけても例外であったのは、他経済と違い、金融危機の後も一人あたりGDPが下落しなかったからである。中国は1986～96年にかけて、地域の傾向から外れていたが、その理由を説明するのは容易ではない。当センターの過去の報告（1999年（5頁、19頁）、2000年（5頁））で詳述しているが、中国に関しては国際ドルでの推定値が論議の的になっている。一人あたりGDPの伸びで見た場合、国際ドル換算の方が米ドル換算よりも大きいということは、ここ数年、中国の国際ドル表示のGDPは過大評価されていたということである。しかし近年下方修正されて、このような過大評価の生じる余地が著しく小さくなった。

一人あたりGDPを測るのに、どの尺度を使ったとしても完璧ではないことをここで強調しておきたい。基本的な点として、その数値には市場を介さない生産が含まれない。市場を介さない生産には、家族や隣人による無償の行為のようにプラスに働くものもあれば、補償されない公害などマイナスに働くものもある。それゆえ他の経済指標や、生活水準を測る他の尺度を活用することが重要である。これについては以下の各章で検討する。

各章はそれぞれ3つの部分からなっており、どの章も共通に、最初の2つの部分では各国経済の基本動向を展望し、国際取引の実態を詳しく検討している。章末の表は1981～2000年の各国の基本的な経済指標と、国際取引の統計を示している。3番目の部分は章ごとに異なる。日本の章では、当センターの立地と読者が多く居住することを踏まえて北九州市経済とその対アジア貿易に焦点をあてている。また他の章では各国経済の対日貿易に重点を置くものとする。なおそれらに関しての表は、データと紙数の制約のために近年の5～10年に限っている。

最後に、表1.1および国別の表での2000年の数字は、公式の推定値・予測値ではなく、説明目的で添えられたものであることをご理解いただきたい。これは表1.2の予測のようにモデルを使って行ったものではなく、データの出所および注に記したような仮定の下での、「経験に基づいた推測」である。例を挙げると、人口成長率についての仮定は過去の年次成長率からの推測であり、為替レートと株価指数については年間の確定した数字に基づいている。これらの推定値は比較的正確なはずであるが、他の指標については推定値の誤差限界が広いこともある。GDPの成長率やインフレ率（GDPデフレータの伸び）に関する仮定は、（1）表1.2の予測やその他の関連予測、（2）2000年初頭からの2ないしは3四半期の値、（3）当該国の事情に通じた学者、政策当局者、実業家諸氏との談話から得た知見に基づいている。雇用、GDPシェア、財政・金融指標、国際収支、貿易シェア、および銀行貸出の推定値は、2000年初めより6ないし11ヵ月間の傾向から補間した。

最後に、情報収集に協力いただいた多くの方々に感謝するとともに、本報告の誤謬、見解の責任は執筆・編集者のみに帰することを申し述べておきたい。
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